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【別紙】 

 

１ 当事者の概要 

⑴ 申立人Ⅹ１（以下「組合」という。）は、東京都文京区に事務所を置き、職場における性差

別を是正し、男女平等賃金等の実現を目指して活動する個人加盟のいわゆる合同労組であり、

本件申立時の組合員数は24名である。 

⑵ 被申立人Ｙ１（以下「会社」という。）は、広島県広島市に本店を置き、昭和26年に設立さ

れた、中国地方全域で発電事業及び小売電気事業を営む株式会社であり、令和４年12月27日

現在の従業員数は4,666名である。 

 

２ 事件の概要 

組合は、会社において、男女間に顕著な格付格差及びこれに基づく賃金格差が存在すると主

張し、令和元年９月２日、同社で勤務する女性の組合員であるＸ２の業績考課の是正、性中立

的な評価制度の実施等を要求事項として、会社に対して団体交渉を申し入れた。 

組合と会社とは、10月30日から４年８月２日までの間に、計10回にわたって団体交渉を行い、

この間、組合は会社に対し、会社の人事考課制度の説明やＸ２の個別の人事考課の評定につい

ての説明を求め、これに関連する資料の開示を要求した。また、２年11月16日の第４回団体交

渉において、組合は、10月１日付けでのＸ２の「管理２級」への昇格を要求事項に追加した。 

４年８月19日、会社は、組合に対し、組合の要求事項につき、これ以上団体交渉を重ねても

進展が見込めないとして、第10回団体交渉をもって団体交渉を打切りとする旨を記載した書面

を送付し、その後、組合との団体交渉に応じなかった。 

 

３ 主文の要旨 ＜却下・棄却＞ 

⑴ 令和３年12月26日以前の団体交渉に係る申立てを却下する。 

⑵ その余の申立てを棄却する。 

 

４ 判断の要旨 

⑴ 第10回までの団体交渉における資料の開示等の会社の対応は、不誠実な団体交渉に当たる

か否か 

団体交渉の申入れや団体交渉は、その都度別個の行為であり、同様の行為が続いているか

らといって、全体を一つの「継続する行為」（労働組合法第27条第２項）とみることはできな

いため、本件申立てから１年以上前の令和３年12月26日以前となる、第１回から第６回まで

の団体交渉に係る申立ては、申立期間を徒過した不適法なものとして、却下せざるを得ない。 

ア 会社の人事考課制度の説明について 

会社は、組合の要求事項の前提となる、会社の人事考課制度についての共通理解を得る

ために、組合に対し、人事考課に当たっての会社内での統一的な基準となる、職能等級基

準表、業績考課評定基準表及び要求水準行動例を提示した上で、団体交渉及び団体交渉の

間の書面での回答において、いずれも全社公開資料である、人事考課要則、職能等級要則、

職務ランク要則、社内通達などの会社の人事考課制度に関する規程類を提示するとともに、

これらの根拠に基づき、以下のように会社の人事考課制度について説明している。 

会社は、会社の人事考課制度の理解につながる内容として、①人事考課制度が、業績考

課と適性考課とに分かれていること、②業績考課の評定に当たっては、職能等級及び評定

要素ごとに評定基準が定められており、六つの評定要素を評定基準に従って多面的に５段

階で評定し、その点数に従ってＳからＥまでの査定符合が導かれるため、営業成績が評定

要素となる「組織目標の達成度」だけで評定されるものではなく、Ｘ２の営業成績が抜群

であると組合が認識していたとしても、高い査定にならないこともあること、③他の五つ
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の評定要素については、様々な業種ごとにいろいろな業務がある中で、定量的な数値基準

の設定が困難であること、④業績考課における「組織目標の達成度」の評定要素は、職能

等級と職務ランクの関係から点数の補正がなされること、⑤適性考課（昇進適性）の評定

要素についても、一律の定量的な基準の提示は困難であり、各評定者の判断になること、

⑥営業成績については、（適性考課ではなく）業績考課の「組織目標の達成度」で評定価し

ている（ため、営業成績が良くても適性考課（昇進適性）が高い査定になるとは限らない）

ことなどを繰り返し説明している。これらの説明は、会社の人事考課制度の枠組みを明ら

かにするとともに、組合が問題としている評定の仕組みについて丁寧に説明している点で、

組合の疑問に対して相応の説明を行っていると評価できる。 

また、会社は、会社の人事考課制度の公平性・公正性を担保する仕組みとして、①評定

者は、全社的に統一した基準に基づいて評定を行っていること、②評定に当たっては多段

階評価を行い、評定者の主観によるバイアスを極力排除していること、③人事考課要則に

規定する評定者の遵守事項の、評定者への周知を徹底していること、④会社の人事考課制

度が性別によって恣意的に差別するような制度にはなっていないことなどを繰り返し説

明している。これらの説明は、組合が問題としている評定の公平性・公正性について、評

定者のバイアスがかからないような制度上の仕組みを整えて人事考課制度を運用してい

ることを、根拠を示して説明するものであり、組合の疑問に対して相応の説明を行ってい

ると評価できる。 

以上より、会社は、会社の人事考課制度及びその内容の公平性・公正性の担保について

の組合の理解を得るべく、組合の疑問にも対応する形で、相応の説明を行っていたとみる

のが相当である。 

イ Ｘ２の人事考課について 

(ア) 人事考課の概要の説明について 

会社は、Ｘ２の業績考課については平成28年度から令和２年度分までの概要を、適性

考課については平成28年度から令和４年度分までの概要を、それぞれ提示しており、こ

れらの概要には、各評定要素について評定者が考慮した内容及び評定の理由が、評定の

裏付けとなる具体的な事実とともに記載されており、会社は、概要は原本に沿った内容

になっていると説明していた。会社は、これらの各年度の概要の記載に基づき、業績考

課及び適性考課（昇進適性）について、Ｘ２に対して各評定要素についてどのような評

定を行ったのかを具体的に説明している。 

これらの会社の対応は、単に制度の説明にとどまらず、Ｘ２の個別の評定の内容・理

由についても具体的な根拠を示しながら説明を行っている点で、同人の評定の是正を求

める組合の疑問に対して一定の応答を行っていると評価できる。 

(イ) 管理２級への職能等級昇進についての説明 

会社は、Ｘ２が管理２級への職能等級昇進を認められなかった理由について、人事考

課にもとづき、現在の等級に求められる能力を十分に発揮するとともに、一段上位の等

級の格付基準を満たすと判断されたときに行うとの職能等級要則の規定を引用して職

能等級昇進の基準を説明した上で、人事考課の評定を踏まえた結果、同人が上記の基準

を満たしていないと判断されたことを説明し、組合の要求には応じられないことを繰り

返し伝えている。 

これらの会社の対応は、Ｘ２の昇進の可否についても、単なる拒否ではなく、制度上

の基準と個別の評定の結果とを結び付けた具体的な説明を行っている点で、Ｘ２の昇進

を求める組合の疑問に対して一定の応答を行っていると評価できる。 

(ウ) 定量的な基準の有無の説明について 

会社は、組合からの、Ｘ２の個別の人事考課に関連させた、評定の根拠となる定量的

な物差し（基準）の有無についての質問に対しても、人事考課に関する評定基準の根拠
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資料を示しながら、これらに基づいて評定を行っている旨、業績考課における「組織目

標の達成度」以外の評定要素及び適性考課（昇進適性）の評定要素については、定量的

な基準を設けることは難しい旨を繰り返し説明し、その上で、評定に当たっては多段階

評価を行い、評定者の主観によるバイアスを極力排除していることの説明を加えている。 

これらの会社の対応は、評定に客観的な基準を求める組合の疑問に対して一定の応答

を行っていると評価できる。 

(エ) 営業成績と評定との関連性について 

会社は、Ｘ２の個別の人事考課に関連させて、Ｘ２の営業成績の優秀さを強調する組

合からの質問に対しても、業績考課の評定に当たっては、職能等級及び評定要素ごとに

評定基準が定められており、六つの評定要素を評定基準に従って多面的に５段階で評定

し、その点数に従って査定符合が導かれるため、営業成績が評定要素となる「組織目標

の達成度」だけで評定されるものではなく、Ｘ２の営業成績が抜群であると組合が認識

していたとしても、高い査定にならないこともあること、営業成績については、（適性考

課ではなく）業績考課の「組織目標の達成度」で評価している（ため、適性考課（昇進

適性）が高い査定になるとは限らない）ことなどを繰り返し説明している。 

また、会社は、所属組織において本人が取り組み、かつ、本人の達成状況が把握でき

る目標項目が評定対象になり、組合に提示した、組織目標の達成に向けたＸ２の取組実

績に記載のものが評定対象項目となることになどについて、一定の説明を行っており、

さらに、Ｘ２が所属組織の組織目標に取り組んだ結果として得られた他所分の獲得に関

しては、「組織目標達成に向けてのプロセス」で評価していることを説明している。 

これらの会社の対応は、Ｘ２の営業成績についての評価の仕方を、個別の評定要素に

紐づけて具体的に説明している点で、Ｘ２の営業成績と評価のかいりを問題視する組合

の疑問に対して一定の応答を行っていると評価できる。 

(オ) 小括 

以上のとおり、会社は、Ｘ２の個別の人事考課について、個別の評定の内容・理由を

具体的に説明しており、その上で、Ｘ２の昇進の可否や定量的な基準の設定、営業成績

と評定との関連性について、組合の疑問に答える形で、会社の考え方について根拠を示

しながら具体的に説明を行い、組合の理解を得る努力をしている。 

したがって、会社は、Ｘ２の個別の人事考課についても相応の説明を行っているとみ

るのが相当である。 

ウ 資料開示について 

組合は、会社が、組合の求めた、①業績考課票及び適性考課票の原本（原紙のコピー）、

②Ｘ２の育成計画、③呉セールスセンターと呉営業所の事務系従業員の査定評価分布（平

成28年度から令和３年度分まで、男女別・職能等級別）、④広島県内の全セールスセンター

の事務系従業員の査定評価分布（平成28年度から令和３年度分まで、男女別・資格等級別）、

⑤Ｘ２と同期・同学歴入社者の職能等級・クラス別の推移（平成27年度から令和２年度分

まで、同期同学歴者は番号によって表示し、男女別として各人の年度ごとの動きが分かる

もの）、⑥公平・公正な評価を担保するという根拠資料及びＳからＥまでの判断根拠を開示

しなかったことが、不誠実な団体交渉に当たる旨を主張する。 

(ア) 考課票原本の不開示（上記①）について 

上記①について、会社は、組合の原本開示要求に対して当初から一貫して応じておら

ず、その理由として、原本を開示する運用をしておらず、フィードバック面接で丁寧に

説明したいと考えていること、原本の開示を前提にすると所属長が忌たんのない率直な

意見や良くない点を書くことをちゅうちょする心理的働きが生じ、公平・公正な評価制

度の運用に支障が生じること、Ｘ２の評定については組合に提示した考課票の概要に詳

細に記載しており、建設的な意見交換は可能であることなどを説明している。 
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このように、会社は、会社の考えや運用方法として、被評定者への原本開示を前提と

していないことやその理由を具体的に説明して組合の理解を得る努力をしている。そし

て、その上で、考課票の概要を提示し、これに基づいて個別の評定の内容を説明してい

るのであるから、原本の開示を拒否した点のみを捉えて会社の対応が不誠実であるとみ

るのは相当でない。 

また、会社が、保存期間経過後の考課票原本を順次廃棄するとした点についても、会

社は、会社の人事考課要則において考課票の保存期間が３年と規定されていることを説

明する一方で、手動消去されずに残存していたＸ２の過去の適性考課の概要については、

組合に開示するなどの柔軟な姿勢もみせている。会社が、文書の保存期間の規定にのっ

とった対応を取ることは一定の合理性があるといえ、また既に組合に対して概要を示し

て説明を行っている考課関連データについて順次廃棄を行ったとしても必ずしも不自

然な対応とはいえない。加えて会社は、４年１月18日付けの回答書や第９回団体交渉に

おいて、一定の譲歩の姿勢もみせている。 

これらの会社の対応は、制度上及び実務上の制約を説明しつつ、これを踏まえて可能

な範囲での情報提供と説明を行っている点で、交渉の実効性を確保するための対応を継

続していたと評価できるものであるから、こうした会社の対応が不誠実であるとはいえ

ない。 

(イ) Ｘ２の育成計画（上記②）について 

上記②について、会社は、組合からのＸ２の育成計画の開示要求に対し、本人等への

開示を前提とした既存の資料はないため、内容を確認したい理由及び確認したい事項を

教えてほしい旨を一貫して伝えていたものの、組合は、人材育成と人事考課は一体のも

のと考えるためとするだけで、会社が求めた具体的な説明は行っていない。また、会社

は、組合に対し、Ｘ２の育成計画の概要が記載された、適性考課（職務適性）の概要を

提示し、Ｘ２のＯＪＴの内容についてはこれを参照されたい旨などを伝えている。 

これらの会社の対応は、組合の要求趣旨の理解に努める姿勢をみせた上で、一定の資

料を開示している点で、交渉の実効性を確保するための対応を継続していたと評価でき

るものであるから、こうした会社の対応が不誠実であるとはいえない。 

(ウ) 査定評価分布等の資料（上記③から⑤まで）について 

まず、上記③について、会社は組合からの要求に応じて、既に、元年10月28日及び２

年１月31日に、呉セールスセンターと呉営業所に所属した事務系従業員の業績考課の評

定について、ＳからＥまでの査定符号別の人数分布及びその男女別の内訳などを組合に

提示しており、この資料によれば、男女間格差が認められるような分布にはなっていな

かったことが認められる。これに対し、組合は、その後の団体交渉で当該資料に関する

追及を行うことなく、２年以上経過後の４年６月15日になって、会社の提出した上記資

料が、分布内訳が男女別のみとなっており、Ｘ２への評価の公平性を検討する必要があ

るとして、資格等級別の分布の提示を求めるなどしている。また、上記④について、会

社は、組合からの要求に応じて、「広島統括セールスセンター大の事務系社員の職能等級

昇進者の査定符号」を作成し、２年２月27日の第２回団体交渉の場で手交しており、平

成26年度から30年度までに昇進した計80名について、昇進前年度の査定符号と昇進年度

の査定符号を、男女別に、個人が特定されない形で記載し、昇進年度の査定符号は、男

女問わず80名全員がＣであったことなどを明らかにしている。それにもかかわらず、組

合は、その後の団体交渉でこの資料についての追及を行うことなく、やはり、２年以上

経過後の４年６月15日になって、評価の公平性を検討するためとして、上記④の資料の

追加要求を行っている。 

以上のとおり、会社は、組合の要求に応じて既に一定の資料を提出しており、これら

の資料においては男女間格差が認められるような分布にはなっていない中で、組合は、
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追加資料の必要性を十分に説明しないまま、当初の資料提示から２年以上経過した後に

資料の追加要求を行っているのであるから、このような状況において会社が開示に応じ

なかったことには一定の合理性が認められ、こうした会社の対応が不誠実であるとはい

えない。 

また、上記⑤については、会社は、組合の要求に応じて、３年２月５日に、組合に対

し、Ｘ２と同期同学歴者・事務職の従業員の、平成27年から令和２年までの各年10月１

日時点の職能等級及びクラスの推移を提示している。また、３年３月８日の組合からの

追加要求に応じて、３月26日に、当該資料に、各職能等級の合計人数の内数としては、

女性の人数を明記し、各年度とも「管理１級より上位の管理職数」、「退職者数」及び「総

数」を記載するなどしており、また、４月28日の第５回団体交渉の場での組合からの要

求に応じて、７月２日に、Ｘ２が入社した前後２年間に入社した従業員の職能等級及び

クラスの推移についても追加で提出しており、さらに、個人の査定符号が特定されない

範囲で提示するとして、Ｘ２と同期同学歴者・事務職の従業員について、管理３級及び

主任１級につき、クラス別の女性の内数も追加で明示し、改めて資料を提供している。 

以上のとおり、会社は、組合の要求に対して段階的かつ柔軟に資料を開示し、当初の

提示後も追加要求に応じて修正・補足を行っており、開示できないとした部分について

も、個人（の査定符号）の特定という明確な理由を説明していることからすれば、会社

が、組合が求める形での資料の開示に応じなかったとしても、こうした会社の対応が不

誠実であるとはいえない。 

(エ) 公平・公正な評価を担保する根拠資料及び査定符号の判断根拠資料（上記⑥）につい

て 

上記⑥については、会社は、会社の人事考課制度の公平性・公正性を担保する内容と

して、評定者は、全社的に統一した基準に基づいて評定を行っていること、評定に当た

っては多段階評価を行い、評定者の主観によるバイアスを極力排除していること、人事

考課要則に規定する評定者の遵守事項の、評定者の周知を徹底していることなどを繰り

返し説明している。その上で、業績考課の評定に際しては、「組織目標の達成度」以外の

五つの評定要素は、定量的な数値基準の設定が困難であること、適性考課（昇進適性）

の評定に際しても、一律の定量的な基準の提示は困難であり、各評定者の判断になるこ

とを繰り返し説明している。 

これらの会社の対応は、評定の根拠資料（社内基準）や運用における遵守事項を明ら

かにした上で、定量的な基準設定の困難さを説明している点で、評定に客観的な基準を

求める組合の疑問に対して一定の応答を行っていると評価できるものであり、会社が、

組合の求める形での資料の開示に応じなかったとしても、こうした会社の対応が不誠実

であるとはいえない。 

エ 団体交渉の引き延ばしについて 

(ア) 本件の審理対象以前の団体交渉の経過 

会社は、本件の審理対象となる第７回以降の団体交渉に至るまで、組合との間で、約

２年の間に６回の団体交渉を行っており、各回の交渉時間は約二、三時間に及んでおり、

これらの継続的な交渉経過からは、会社の交渉を引き延ばす意図は認め難い。 

(イ) 第７回以降の団体交渉の経過について 

第７回以降の団体交渉について、組合の当初の要求どおりの日程では団体交渉が開催

されてはいないものの、会社は、出席予定者の都合や会議室の確保、年度末の繁忙など、

具体的かつ業務上の事情に基づく理由を挙げて日程再調整を行っており、このような事

情は、会社が一方的に交渉を拒否するのではなく、現実的な制約の中で交渉の実施に向

けた調整を行っていたことを示すものとみるのが相当である。また、その結果、組合の

希望日程から約１か月の期間内に、再調整後の団体交渉が開催されていることが認めら
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れ、全体としてみた場合にも、約７か月の期間に４回の団体交渉が、各回約２時間にわ

たって行われていることからすれば、会社の対応が団体交渉の引き延ばしを意図したも

のではあったと認めることはできない。 

したがって、こうした会社の対応が不誠実であるとはいえない。 

オ 結論 

会社は、会社の人事考課制度及びその公平性・公正性の担保について、組合の理解を得

るべく相応の説明を行っており、また、Ｘ２の個別の人事考課についても、評定の内容や

理由を具体的に説明し、同人の昇進の可否や定量的な基準の設定、営業成績と評定との関

連性についても、組合の疑問に答える形で具体的な説明を行っている。 

また、組合からの資料開示要求に対しては、会社として対応可能な範囲で相当程度の資

料を提供しており、組合の追加要求に対しては組合に要求の趣旨を確認した上で資料の追

加等の対応をしており、開示できない部分については、開示できない明確な理由を説明す

るなど相応の対応をしている。 

さらに、会社の対応が、団体交渉の引き延ばしを意図したものであったとはいえない。 

以上のとおりであるから、第10回団体交渉までの団体交渉における資料の開示等の会社

の対応は、不誠実な団体交渉に当たらない。 

⑵ 令和４年８月２日の第10回団体交渉の後、会社が、平成28年度から令和４年度までの間の

Ｘ２の格付及び賃金の是正を議題とする団体交渉に応じなかったことは、正当な理由のない

団体交渉拒否に当たるか否か 

会社は、組合が要求する、Ｘ２の昇進や定量的な物差し（基準）の提示などには応じてい

ないものの、会社の人事考課制度やＸ２の個別の評定について、会社としての主張や説明を

尽くしており、交渉の実効性を確保するための相当程度の資料の開示を行っている。これに

対して組合は、会社の説明に対する具体的な反論や新たな提案を示すことなく、評価制度の

透明性やＸ２の評価の妥当性に関する問題提起を繰り返し行い、その都度、内容に若干の差

異はあるものの、趣旨としては同様の資料開示や説明を求め続けていた。 

そうすると、会社は、会社としての主張や説明を尽くしている一方、組合は、同じ問題提

起を繰り返し、同様の資料開示や説明を求め続けた結果、双方の主張は平行線となり、組合

の要求事項について、交渉の実質的な進展が見込めない行き詰まりの状況にあったとみるの

が相当である。 

したがって、このような状況において、Ｘ２の昇進要求に応じることができないことを一

貫して伝えている会社としては、第10回団体交渉を終えた時点で、組合の要求事項について

これ以上団体交渉を重ねても何ら進展は見込めない段階に至っていると判断し、以降の組合

との団体交渉においても、組合との間で実質的・建設的な交渉を行うことは期待できないと

考え、団体交渉を行わないと判断したのもやむを得ないものといわざるを得ない。 

以上のとおり、第10回団体交渉終了時点において、組合の要求事項について、組合と会社

の双方の主張は平行線に至っており、交渉が進展する見込みのない行き詰まりの状態に達し

ていたのであるから、会社が団体交渉に応じなかったことに正当な理由がないとはいえず、

４年８月２日の第10回団体交渉の後、会社が、平成28年度から令和４年度までの間のＸ２の

格付及び賃金の是正を議題とする団体交渉に応じなかったことは、正当な理由のない団体交

渉拒否には当たらない。 

 

５ 命令書交付の経過  

⑴ 申立年月日      令和４年12月27日 

⑵ 公益委員会議の合議 令和７年８月５日 

⑶ 命令書交付日    令和７年９月25日 


